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１．平成 24 年 2月期第 2 四半期の連結業績（平成 23 年 3 月 1日～平成 23 年 8月 31 日） 

（1）連結経営成績（累計）                          （％表示は、対前年同四半期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年2月期第2四半期 141,363 △1.6 1,052 17.1 797 13.5 △9,967 － 

23年2月期第2四半期 143,727 △5.0 898 － 702 － 304 － 

 

 1 株当たり四半期純利益 
潜在株式調整後 

1 株当たり四半期純利益 

 円 銭      円 銭  

24年2月期第2四半期 △36.25 ― 

23年2月期第2四半期 1.11 ― 

 
 
（2）連結財政状態           

 総資産 純資産 自己資本比率 1 株当たり純資産 

   百万円 百万円 ％       円 銭

24年2月期第2四半期 144,136 2,952 1.9 10.15

23年2月期 160,915 12,556 7.7 45.20

（参考）自己資本 24 年 2月期第 2 四半期 2,791 百万円   23 年 2 月期 12,426 百万円 
 
 
２．配当の状況 

年間配当金  

第 1 四半期末 第 2 四半期末 第 3 四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

23 年 2 月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00

24 年 2 月期 ― 0.00    

24 年 2 月期 

（予想） 
 ― 0.00 0.00

（注）当四半期における配当予想の修正有無 無 

 

３．平成 24 年 2月期の連結業績予想（平成 23 年 3 月 1 日～平成 24 年 2 月 29 日） 

                                       （％表示は対前期増減率） 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1 株当たり 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％       円 銭
通期 291,000 △1.6 3,000 △3.0 1,900 △17.8 △13,100 － △41.21

（注）当四半期における業績予想の修正有無 無 



 

 

 

 
                                        

４．その他（詳細は、【添付資料】3 ページ「その他の情報」をご覧ください。） 

（1）当四半期中における重要な子会社の異動 無 

   （注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 
  
（2）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用 有 

   （注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

 

（3）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有 

② ①以外の変更        無 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処

理の原則・手続、表示方法等の変更の有無となります。 

 

（4）発行済株式数（普通株式） 

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24 年 2 月期 2Ｑ  275,514,406 株 23 年 2 月期   275,514,406 株 

② 期末自己株式数 24 年 2 月期 2Ｑ     593,996 株 23 年 2 月期    593,231 株 

③ 期中平均株式数（四半期累計） 24 年 2 月期 2Ｑ  274,920,717 株 23年 2月期2Ｑ  274,923,226 株 

 

※ 四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であります。なお、この四半期決算短信の開示時点に

おいて、金融商品取引法に基づく四半期連結財務諸表に対する四半期レビュー手続は終了しておりません。 

 
 
※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報及び業績に与える不確実な要因に係る本資料発表日現在における仮定を前

提としています。実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。 

なお、業績予想の前提条件その他の関連する事項については、【添付資料】3 ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご参照く

ださい。 
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

当第２四半期連結累計期間（平成23年３月１日～平成23年８月31日）のわが国経済は、東日本大震災の影響によ

り落ち込んだ生産活動にやや持ち直しの動きが見られるものの、夏場の電力不足や、厳しい雇用情勢、急速な円高

の進行による経済の先行き不安などにより、個人消費は力強さを欠く展開で推移いたしました。百貨店業界におき

ましては、大阪地区のキタ・ミナミで同業他社の出店・増床が相次ぎ、当社本店が所在する阿倍野・天王寺地区に

おいても大型商業施設がオープンするなど、競合はますます熾烈化しております。 

こうした状況の下、当社グループは一体となって業績向上のための諸施策に全力で取り組みましたが、当連結累

計期間の売上高は前年同期に比し1.6％減の141,363百万円、営業利益は17.1％増の1,052百万円となりました。  

  

セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、文章中の各セグメントにおける前年のセグメント利益は

「セグメント情報等の開示に関する会計基準」を適用した場合の金額に基づき算出しております。 

  

①百貨店業 

百貨店業におきましては、男性用下着を中心にクールビズ関連商品が好調であったことや、前年８月にオープン

した上本町ＹＵＦＵＲＡの売上増などによる増収はあったものの、春先から梅雨ごろにかけての天候不順による個

人消費の低迷などにより前年実績を確保するに至りませんでした。この結果、売上高は前年同期に比し2.8％減の

130,259百万円となりましたが、前期末のＨｏｏｐ取得による賃借料の減少などにより営業費用の圧縮が進み、営

業利益は20.8％増の663百万円となりました。 

百貨店業界では、業種・業態間の熾烈な競争に加えて、社会環境および消費者の価値観の変化などにより、売上

高の減少傾向が続いています。また、「高コスト体質」「取引先依存売場運営」などの問題点が顕在化し、従来の

百貨店事業運営方法を抜本的に再構築することが急務となっております。このため当社はエイチ・ツー・オー リ

テイリング株式会社とそのような課題を共通に認識したうえで、今後の百貨店の運営に必要な情報基盤の再構築に

ついて共同で取り組むことに合意しました。具体的には、まず、ＰＯＳシステム、商品仕入れシステム等の共同利

用から着手し、その後、次世代システムの共同開発に両社で取り組むことを内容とする「情報基盤整備に関する業

務提携基本合意書」を平成23年８月10日に締結いたしました。  

  

②卸・小売業 

卸・小売業におきましては、食料品の販売を行っている株式会社ジャパン・シーフーズが前年６月から行ってい

るサーモン加工・販売の事業が堅調であったことなどにより、売上高は前年同期に比し22.0％増の4,815百万円、

営業利益は97百万円（前年同期は3百万円の営業損失）となりました。 

  

③その他事業 

その他事業におきましては、内装業の株式会社近創におきまして、東日本大震災の影響により当初見込んでいた

大口物件の一部が実現しなかったことなどによる減収はあったものの、グループ外との取引が増加していることに

より、売上高は前年同期に比し10.2％増の6,288百万円となりました。しかしながら、株式会社近創における粗利

益率の低下や、配送業の近畿配送サービス株式会社における下請配送料の増加などにより営業利益は8.0％減の195

百万円となりました。 

  

これらの結果、当社グループの経常利益は前年同期に比し13.5％増の797百万円となりました。しかしながら、

平成23年９月21日開催の当社取締役会決議に基づき、特別損失として（１）枚方店の閉鎖・桔梗が丘店の業態変

更、（２）和歌山近鉄会館の閉鎖、（３）桃山店の資産評価の見直しならびに株式会社ジャパン・シーフーズにお

ける事業の再構築等に伴う経営構造改革費用9,886百万円および投資有価証券評価損935百万円を計上した結果、

9,967百万円の四半期純損失（前年同期は304百万円の四半期純利益）となりました。 

  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

①資産、負債及び純資産の状況 

当第２四半期連結会計期間末の総資産は、現金及び預金の減少や、経営構造改革費用に計上しております有形固

定資産の減損処理による減少などにより、前連結会計年度末に比し16,778百万円減少し144,136百万円となりまし

た。負債は借入金の返済などにより前連結会計年度末に比し7,175百万円減少し141,183百万円となりました。純資

産は、四半期純損失の計上により前連結会計年度末に比し9,603百万円減少し2,952百万円となりました。この結

果、自己資本比率は1.9％となり、１株当たり純資産は、10円15銭となりました。 

  

②キャッシュ・フローの状況 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、税金等調整前四半期純損失となりましたが、特別損失として計上し

ている投資有価証券評価損および経営構造改革費用は実際の支出がほとんど伴わないため、営業活動によるキャッ

シュ・フローの増加として調整されていることに加え、当第２四半期連結累計期間において経常利益を確保してい

ることや、減価償却費の計上などにより、6,052百万円の収入となりました。なお、前年同期は特別退職金の支払

や退職給付引当金の減少があったため、2,413百万円の支出でした。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、有形固定資産の取得による支出があったものの、敷金及び保証金の

回収による収入があり、3百万円の支出（前年同期は929百万円の収入）となりました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、有利子負債の圧縮に努めた結果、8,489百万円の支出（前年同期は

1,905百万円の支出）となりました。 

  

以上の結果、当第２四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比し2,440百万

円減少し、また、連結範囲の変更により36百万円増加したことから3,353百万円となりました。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

現時点において、平成23年９月21日に公表した通期の連結業績予想数値から１株当たり当期純利益の予想値を変

更しております。これは、平成23年９月21日に取締役会において決議した、当社の第三者割当により発行する株式

の募集に係る募集株式総数引受契約書が、本決算短信提出日現在において締結されており、当連結会計年度末の期

中平均株式数の合理的な算定が可能になったことから、１株当たり当期純利益の希薄化を織り込んだものでありま

す。また、通期の個別業績予想数値における１株当たり当期純利益は△42円47銭となる見込みです。 

なお、定例的な会計処理として、商品券等につきましては、時効処理済分の回収見込額を商品券等引換損失引当

金繰入額として営業外費用に、未請求分の時効整理額を未請求債務整理益として営業外収益にそれぞれ計上を見込

んでおります。 

また、今後の見通しにつきましては引き続き検討を行い、業績予想に関し修正の必要が生じた場合には、速やか

に開示する予定であります。  

  

  

（１）重要な子会社の異動の概要 

該当事項はありません。  

  
  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理  

繰延税金資産および繰延税金負債の算定方法 

繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生

状況に著しい変化がない場合に、前連結会計年度決算において使用した将来の業績予測を利用する方法によって

おります。 

  

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理  

該当事項はありません。 

  
  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

「持分法に関する会計基準」および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」の適用 

第１四半期連結会計期間より、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年３月10日公表

分）および「持分法適用関連会社の会計処理に関する当面の取扱い」（実務対応報告第24号 平成20年３月10

日）を適用しております。これに伴う損益に与える影響はありません。  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年２月28日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,353 5,839

受取手形及び売掛金 10,357 10,703

商品及び製品 13,686 14,237

仕掛品 128 156

原材料及び貯蔵品 87 68

その他 6,331 6,490

貸倒引当金 △128 △129

流動資産合計 33,817 37,365

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 50,674 56,544

土地 32,487 38,503

その他（純額） 4,613 5,080

有形固定資産合計 87,775 100,128

無形固定資産 1,467 1,744

投資その他の資産   

投資有価証券 6,322 6,920

敷金及び保証金 11,308 11,822

その他 4,430 3,993

貸倒引当金 △984 △1,000

投資評価引当金 － △59

投資その他の資産合計 21,076 21,676

固定資産合計 110,319 123,549

資産合計 144,136 160,915



（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成23年８月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成23年２月28日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 23,132 22,013

短期借入金 45,040 47,071

未払法人税等 219 260

商品券 12,508 12,619

預り金 28,106 27,202

賞与引当金 149 148

商品券等引換損失引当金 3,640 3,679

その他 4,883 5,587

流動負債合計 117,680 118,581

固定負債   

長期借入金 17,895 24,333

退職給付引当金 2,171 2,337

債務保証損失引当金 187 64

関係会社整理損失引当金 117 －

資産除去債務 15 －

その他 3,115 3,043

固定負債合計 23,503 29,778

負債合計 141,183 148,359

純資産の部   

株主資本   

資本金 13,252 13,252

資本剰余金 1,720 1,720

利益剰余金 △11,660 △1,706

自己株式 △79 △79

株主資本合計 3,232 13,187

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △441 △760

繰延ヘッジ損益 △0 －

評価・換算差額等合計 △441 △760

少数株主持分 161 129

純資産合計 2,952 12,556

負債純資産合計 144,136 160,915



（２）四半期連結損益計算書 
（第２四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成22年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 

 至 平成23年８月31日) 

売上高 143,727 141,363

売上原価 109,839 108,496

売上総利益 33,887 32,866

販売費及び一般管理費 32,989 31,814

営業利益 898 1,052

営業外収益   

受取利息 6 3

受取配当金 41 45

持分法による投資利益 248 86

未請求債務整理益 655 642

固定資産受贈益 13 1

その他 472 337

営業外収益合計 1,438 1,117

営業外費用   

支払利息 472 440

商品券等引換損失引当金繰入額 686 657

その他 475 272

営業外費用合計 1,633 1,371

経常利益 702 797

特別損失   

経営構造改革費用 － 9,886

投資有価証券評価損 186 935

環境対策費 272 －

特別損失合計 458 10,822

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

243 △10,024

法人税、住民税及び事業税 126 121

法人税等調整額 △212 △211

法人税等合計 △86 △89

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △9,934

少数株主利益 25 32

四半期純利益又は四半期純損失（△） 304 △9,967



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年３月１日 

 至 平成22年８月31日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年３月１日 

 至 平成23年８月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

243 △10,024

減価償却費 3,559 3,485

減損損失 2 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 3 △18

賞与引当金の増減額（△は減少） △5 △0

退職給付引当金の増減額（△は減少） △1,631 △181

商品券等引換損失引当金の増減額（△は減少） 63 △38

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） － △4

受取利息及び受取配当金 △47 △49

支払利息 472 440

持分法による投資損益（△は益） △248 △86

固定資産除却損 219 118

投資有価証券評価損益（△は益） 186 935

投資有価証券売却損益（△は益） － △20

経営構造改革費用 － 9,886

環境対策費 272 －

売上債権の増減額（△は増加） 412 357

たな卸資産の増減額（△は増加） 880 741

仕入債務の増減額（△は減少） △114 1,148

その他の流動負債の増減額（△は減少） △1,099 130

その他 △28 △206

小計 3,139 6,615

利息及び配当金の受取額 47 49

利息の支払額 △459 △458

経営構造改革費用の支払額 － △32

特別退職金の支払額 △4,919 －

法人税等の支払額 △222 △120

営業活動によるキャッシュ・フロー △2,413 6,052

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △81 －

定期預金の払戻による収入 81 81

有形及び無形固定資産の取得による支出 △1,455 △530

有形固定資産の売却による収入 32 31

投資有価証券の取得による支出 △246 △2

投資有価証券の売却による収入 － 25

短期貸付金の増減額（△は増加） 911 △10

長期貸付金の回収による収入 623 36

敷金及び保証金の差入による支出 △238 △0

敷金及び保証金の回収による収入 1,149 512

その他 152 △146

投資活動によるキャッシュ・フロー 929 △3

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △163 △5,296

長期借入れによる収入 5,300 400

長期借入金の返済による支出 △7,034 △3,572

その他 △7 △20

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,905 △8,489

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △3,389 △2,440

現金及び現金同等物の期首残高 6,394 5,757

連結の範囲の変更に伴う現金及び現金同等物の増減
額（△は減少）

－ 36

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,004 3,353



該当事項はありません。  

  

  

［事業の種類別セグメント情報］ 

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年３月１日 至 平成22年８月31日） 

（注）事業区分の方法：当社の事業区分は事業内容を勘案して決定しております。 

  

［所在地別セグメント情報］ 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

［海外売上高］ 

海外売上高がないため、該当事項はありません。 

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

  
百貨店業 

（百万円） 
卸・小売業
（百万円） 

その他事業 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は全
社(百万円) 

連結 
（百万円） 

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高  134,074  3,946  5,706  143,727  －  143,727

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
 87  2,586  5,424  8,098 ( )8,098  －

計  134,162  6,532  11,130  151,825 ( )8,098  143,727

営業利益又は営業損失（△）  549  △3  213  759  139  898



  

【セグメント情報】  

  

１．報告セグメントの概要 

当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締

役会が、経営資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

当社グループは百貨店業を中心に事業を展開しており、「百貨店業」、「卸・小売業」、「その他事業」を報告

セグメントとしております。  

「百貨店業」は主として衣料品、食料品などの販売と友の会事業を行っております。「卸・小売業」は食料品、

輸入自動車、書籍等の販売を行っております。「その他事業」は内装業、運送業、品質検査業、建物管理業、労働

者派遣業、婦人服の製造・加工販売業等を行っております。 

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年８月31日） 

 （単位：百万円）

（注）１．セグメント利益の調整額は、セグメント間取引消去であります。 

２．セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する事項 

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日 至 平成23年８月31日） 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

「百貨店業」セグメント、「卸・小売業」セグメントおよび「その他事業」セグメントにおいて、減損損失を

経営構造改革費用として計上しております。 

なお、当該減損損失相当額の計上額は、「百貨店業」セグメントで8,402百万円、「卸・小売業」セグメント

で1,177百万円、「その他事業」セグメントで12百万円であります。  

   

（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３

月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年

３月21日）を適用しております。  

  百貨店業 卸・小売業 その他事業 計 
調整額 
(注１) 

四半期連結
損益計算書

計上額 
(注２) 

売上高             

外部顧客への売上高  130,259  4,815  6,288  141,363  －  141,363

セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
 68  2,635  4,913  7,617  (7,617)  －

計  130,328  7,451  11,201  148,980  (7,617)  141,363

セグメント利益  663  97  195  957  95  1,052



  

該当事項はありません。  

  

  

当第２四半期連結累計期間（自 平成23年３月１日  至 平成23年８月31日） 

１．当社の第三者割当により発行する株式の募集 

当社は平成23年９月21日開催の取締役会において、第三者割当により発行する株式の募集を行うことを以

下のとおり決議しております。 

（１）募集の概要  

（２）調達する資金の使途 

阿倍野店の増床に伴う設備投資資金および不採算店舗閉鎖等の経営構造改革費用に充当する予定であり

ます。  

  

２．持分法適用関連会社の第三者割当増資および持分比率の変動 

当社の持分法適用関連会社である株式会社近商ストアは平成23年９月21日開催の取締役会において、株式

会社セブン＆アイ・ホールディングスとの間で資本・業務提携に関する基本合意について決議し、第三者割

当増資により新株式（普通株式）5,023,000株を発行し、株式会社セブン＆アイ・ホールディングスがその

総数を引き受けることとなりました。 

これにより、当社の株式会社近商ストアに対する議決権所有割合は27.6％から19.3％に低下するため、持

分変動損益の発生が見込まれます。  

  

  

  

  

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（７）重要な後発事象

（１）発行期日 平成23年10月31日 

（２）発行新株式数 普通株式 128,865,000株 

（３）発行価額 １株当たり 194円（内、資本組入額は97円であります。） 

（４）調達資金の額 24,999,810,000円 

（５）募集または割当方法 

（割  当  先） 

第三者割当方式による 

（近畿日本鉄道株式会社   73,199,000株） 

（株式会社奥村組      12,886,000株）  

（株式会社大林組      12,886,000株） 

（株式会社きんでん     12,886,000株） 

（株式会社竹中工務店    7,731,000株） 

（株式会社近鉄エクスプレス 5,154,000株） 

（三機工業株式会社     2,577,000株） 

（株式会社南都銀行     1,546,000株）  
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